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2024年3月期決算
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売上高2,115億円（前期比△0.6％）営業利益80.5億円(同+8.1％）経常利益86.1億円(同+7.9％）
段ボール事業が増益に寄与
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2024年3月期決算ハイライト ： 営業利益が前期比8.1%増の80.5億円で着地

売上高1,179億円（前期比＋80億円）、セグメント利益76.4億円（同＋27.0億円）
段ボール

住宅

運輸倉庫

高い外部評価や広告・宣伝を活用した拡販に努めたが、
マクロの住宅需要減少の影響もあり、販売棟数は減少
スウェーデンハウス・玉善共に減収に

国内：主力の加工食品向け販売量が前年上回る。価格適正化も奏功
海外：米国子会社が堅調。為替（円安）も増収に寄与

主力の飲料製品向け取扱数量が減少、保管や燃料コストの負担増加

売上高540億円（前期比△86億円）、セグメント利益2.5億円（同△17.8億円）

売上高395億円（前期比△7億円）、セグメント利益11.1億円（同△2.1億円）



売上高と営業利益：期初計画に比べて、需要減やコスト増加のため未達に
営業利益率： 段ボール事業の価格適正化と海外事業が貢献し、利益率は改善
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2024年3月期決算概要：売上高は横ばいだが営業利益率は3.8%に改善

（百万円） 2023年3月期 構成比
（％） 2024年3月期 構成比

（％）
前期比
（％）

期初計画
2023/5/9

公表

直近計画
2024/1/31

公表

売上高 212,817 100.0 211,526 100.0 △0.6 235,000 213,000

売上原価 179,233 84.2 176,728 83.5 △1.4 - -

売上総利益 33,583 15.8 34,797 16.5 +3.6 - -

販売費及び
一般管理費 26,131 12.3 26,740 12.6 ＋2.3 - -

営業利益 7,452 3.5 8,057 3.8 +8.1 11,500 8,200

経常利益 7,983 3.8 8,614 4.1 +7.9 11,600 8,300

親会社株主帰属
純利益 5,251 2.5 5,308 2.5 +1.1 7,700 5,300



今期は前期に比べて下期の回復力が高く、売上高・売上総利益ともに前期比増加
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2024年3月期決算概要（上期・下期）

（百万円）

2023年3月期 2024年3月期

上期 構成比
（％） 下期 構成比

（％） 上期 構成比
（％） 下期 構成比

（％）

売上高 105,553 100.0 107,264 100.0 102,367 100.0 109,159 100.0

売上原価 89,469 84.8 89,764 83.7 86,008 84.0 90,720 83.1

売上総利益 16,083 15.2 17,500 16.3 16,359 16.0 18,438 16.9

販売費及び
一般管理費 13,241 12.5 12,890 12.0 13,255 12.9 13,485 12.4

営業利益 2,842 2.7 4,610 4.3 3,103 3.0 4,954 4.5

経常利益 3,644 3.5 4,339 4.0 3,559 3.5 5,055 4.6

親会社株主帰属
純利益 2,369 2.2 2,882 2.7 2,217 2.2 3,091 2.8



段ボール事業の価格適正化が全体の収益に貢献
住宅事業は、販売棟数の回復が課題と認識

© TOMOKU CO.,LTD. 7

2024年3月期セグメント別事業の状況

（百万円） 2023年3月期 2024年3月期 前期比 要因

段ボール
売上高 109,939 117,965 ＋7.3％ 国内＋76億

海外 ＋４億（内為替要因＋17億）

セグメント利益
（利益率）

4,944
（4.5％）

7,649
(6.5%) +54.7％

住宅
売上高 62,637 54,051 △13.7％ スウェーデンハウスG（△57億）

玉善（△29億）

セグメント利益
（利益率）

2,037
（3.3％）

259
（0.5％） △87.3％

運輸倉庫
売上高 40,240 39,509 △1.8％ トーウン（△5億）その他（△2億）

セグメント利益
（利益率）

1,332
（3.3%）

1,117
（2.8％） △16.1％

合計 売上高 212,817 211,526 △0.6％

＊セグメント利益は調整前



（百万円）

2023年3月期 2024年3月期

上期 構成比
（％） 下期 構成比

（％） 下期 構成比
（％） 前年同期比

段ボール
売上高 55,663 52.7 54,276 50.6 58,472 53.6 ＋7.7％

セグメント利益
（利益率）

2,674
（4.8%） - 2,270

（4.2％） - 3,561
（6.1％） - ＋56.9％

住宅
売上高 28,031 26.6 34,606 32.3 32,319 29.6 △6.6％

セグメント利益
（利益率）

△563
（－） - 2,600

（7.5%） - 1,740
（5.4％） - △33.1%

運輸倉庫
売上高 21,858 20.7 18,382 17.1 18,368 16.8 △0.1％

セグメント利益
（利益率）

1,086
（5.0%） - 246

（1.3％） - 195
（1.1％） - △20.7％

合計 売上高 105,553 100.0 107,264 100.0 109,159 100.0 ＋1.8％

下期は段ボール事業の価格適正化により増収増益
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2024年3月期セグメント別・前年同期比較（下期）



2023/3
営業利益

製品
価格要因

製品
数量要因

原材料
要因

エネルギー
要因

製品仕入 固定費 その他 海外
子会社

住宅 運輸
倉庫

2024/3 
営業利益

74億円

+94億円

△35億円
80億円

△23億円

△3億円

△13億円

段ボール

+3億円
+1億円

△2億円△17億円

+1億円

人件費 △7.4
償却費 △3.0

段ボールの価格適正化により営業増益（前期比＋6億円）
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営業利益増減要因分析（前期比）

価格要因 △50
数量要因  +15



売上債権は、段ボール事業の値上げの影響、棚卸資産は、住宅事業での物件在庫の影響もあり、それぞれ増加
有利子負債は、期末残高が約730億円（D/Eレシオは0.82）
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バランスシートの状況

負債・純資産の部 2023年3月期 2024年3月期 増減

流動負債 67,641 66,491 △1,150

支払手形・買掛金 22,793 23,518 725

短期借入金 8,480 13,511 5,031

一年以内の長期借入金 23,839 12,110 △11,729

固定負債 47,029 57,671 10,642

長期借入金 37,276 47,355 10,079

純資産 80,707 89,203 8,496

(内自己株式) △4,199 △4,185 14

負債・純資産合計 195,378 213,366 17,988

資産の部 2023年3月期 2024年3月期 増減

流動資産 83,628 93,759 10,131

現預金 15,015 18,125 3,110

売上債権 37,522 39,842 2,320

棚卸資産 24,126 27,658 3,532

固定資産 111,750 119,606 7,856

有形固定資産 94,597 96,350 1,753

投資その他の資産 15,718 22,204 6,486

資産合計 195,378 213,366 17,988

（百万円）

10,542
26,459 24,595 24,126 27,658

2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3

棚卸資産の推移（百万円）

有利子負債の推移（百万円）

41,911
61,522 67,168 69,595 72,976

2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3

0.65 0.86 0.88 0.86 0.82 

2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3

D/Eレシオの推移

玉善の連結子会社化



（百万円） 2023年3月期 2024年3月期 備考

現金・同等物
期初残高 16,568 14,882

営業活動ＣＦ 7,013 11,116 固定資産圧縮損（＋1,291）
保険金受取額（＋1,099）など

投資活動ＣＦ △9,389 △9,286 有形固定資産取得 △7,066
子会社株式の取得 △2,260

フリーＣＦ △2,376 1,830

財務活動ＣＦ 535 1,049 短期借入金の純増減額  +5,017

現金・同等物
期末残高 14,882 17,992

投資活動を継続も営業CFの範囲内でフリー・キャッシュ・フローはプラスに
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キャッシュ・フローの状況



2025年3月期通期見通し
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2024年3月期
（実績）

2025年3月期
（見通し）

段ボール

（国内）・価格適正化を実施 （国内）・引き続き製品の安定供給のための価格適正化を
推進

・Eコマース(EC)向け片面段ボール封筒の本格稼働
（海外）・生産即出荷体制の確立

・新規設備の特性と安定品質を武器に拡販
・近距離輸送の取引先拡販による輸送費と

パレット代の削減
・ローカル需要取り込みにて下期より復調

（海外）・賃金の高騰などコスト増加が継続
・引き続き輸送コスト削減を継続
・賃金他コスト上昇分を価格改定により改善

住宅

・住宅買い控えと資材コスト上昇が継続
・スウェーデンハウス：東京エコビルダーズアワード

における「ハイスタンダード賞」及び「リーディン
グカンパニー賞」の受賞

・スウェーデンハウス：「オリコン顧客満足度調査
ハウスメーカー注文住宅」10年連続第1位受賞

・玉善：「オリコン顧客満足度調査建売住宅ビルダー
東海デザイン」4年連続第1位受賞

・前期獲得した各賞の徹底アピール
・スウェーデンハウス：幅広いお客様ニーズに対応した

商品プラン拡充、超軽量高耐久の新素材屋根の投入
・玉善：高品質な分譲住宅の建築と販売を主力事業として

展開し、多様化するお客様ニーズに対応

運輸倉庫

・主力である飲料製品の買い控えの影響を受け取扱量
減少

・倉庫回転率の悪化により一過性の費用が増加

・大手小売業センター向け保管型(DC)物流センターを受託
・引き続き価格転嫁を積極的に推進
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足許の事業環境と来期の見通し：円安物価高に伴う個人消費の伸び悩みが懸念材料



売上高2,260億円（＋6.8％） 営業利益103億円（＋27.8%）
段ボール・運輸倉庫事業は価格改定、住宅事業はブランド力訴求で、最高益更新を見込む
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2025年3月期決算見通し：営業利益100億円超えを想定

（百万円） 2024年3月期
（実績）

構成比
（％）

2025年3月期
（計画）

構成比
（％）

前期比
（％）

売上高 211,526 100.0 226,000 100.0 +6.8
営業利益 8,057 3.8 10,300 4.6 +27.8
経常利益 8,614 4.1 10,400 4.6 +20.7
親会社株主帰属純利益 5,308 2.5 7,000 3.1 +31.9

99,839 97,101 100,015 109,939 117,965 125,000

39,435 42,734
67,410 62,637 54,051 58,00037,308 35,810
38,580 40,240 39,509 43,000

6,911 7,230
8,331

7,452
8,057

10,300

2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3

売上高：運輸倉庫
売上高：住宅
売上高：段ボール
営業利益

176,583 175,647
206,007 212,817 211,526

226,000 （百万円）

＜2020年3月実績 ⇒ 2025年3月期（予想）CAGR＞
CAGR（+5.1％）



5.7% 6.1% 5.9%
4.5%

6.5% 6.8%
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2025年3月期セグメント別予想 －段ボール－

99,839 97,101 100,015 109,939 117,965 125,000

2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3計画 2030/3計画

5,693 5,890 5,914
4,944

7,649 8,500

2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3計画 2030/3計画

226,000
百万円

2025年3月期
売上高予想

セグメント別売上高構成比
（百万円）

（百万円）

【売上高推移】

【営業利益・営業利益率推移】
段ボール
55.3％

運輸倉庫
19.0％

住宅
25.7％
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2025年3月期セグメント別予想 －住宅－

226,000
百万円

2025年3月期
売上高予想

セグメント別売上高構成比

段ボール
55.3％

運輸倉庫
19.0％

住宅
25.7％ 1.6% 1.8%

2.8% 3.3%

0.5%

1.7%

39,435 42,734

67,410 62,637
54,051 58,000

2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3計画 2030/3計画

621 770

1,861
2,037

259

1,000

2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3計画 2030/3計画

（百万円）【売上高推移】

【営業利益・営業利益率推移】 （百万円）
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2025年3月期セグメント別予想 －運輸倉庫－

226,000
百万円

2025年3月期
売上高予想

セグメント別売上高構成比

段ボール
55.3％

運輸倉庫
19.0％

住宅
25.7％

3.9% 3.9% 3.6% 3.3%
2.8%

4.2%

37,308 35,810 38,580 40,240 39,509 43,000

2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3計画 2030/3計画

1,464 1,394 1,407 1,332
1,117

1,800

2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3計画 2030/3計画

（百万円）

（百万円）

【売上高推移】

【営業利益・営業利益率推移】



第2次中期経営計画の進捗状況について
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段ボールの収益性などで一定の改善傾向がみられるが、
外部環境の悪化を受けた住宅事業の成長性に課題を残している状況

© TOMOKU CO.,LTD. 19

第2次中期経営計画目標達成へ向けての進捗状況

2023年3月期
実績

2024年3月期
実績

2025年3月期
予想

第2次中期経営計画最終年度目標
（2025年3月期） 2025年3月期

予想と
中計目標との

差異2022年5月
当初計画値

  2023年5月
    修正値

売上高 2,128億円 100% 2,115億円 100% 2,260億円 100% 2,500億円 100％ 2,500億円 100% △240億円

段ボール 1,099億円 51.7% 1,180億円 55.8% 1,250億円 55.3% 1,250億円 50.0％ 1,320億円 52.8% △70億円

住宅 626億円 29.4% 540億円 25.6% 580億円 25.7% 800億円 32.0％ 730億円 29.2% △150億円

運輸倉庫 402億円 18.9% 395億円 18.7% 430億円 19.0% 450億円 18.0％ 450億円 18.0% △20億円

営業利益率 3.5% 3.8％ 4.6% 5.8％ 5.8% △1.2ppt

段ボール＊ 4.5% 6.5％ 6.8% 7.0％ 6.8% ±0.00ppt

住宅＊ 3.3% 0.5％ 1.7% 4.0％ 4.5% △2.8ppt

運輸倉庫＊ 3.3% 2.8％ 4.2% 5.0％ 5.0％ △0.8ppt

ROE 6.7% 6.3％ 7.4% 10.0% 10.0％ △2.6ppt

2022年5月制定：第2次中期経営計画（2023年3月期~2025年3月期）の検証

＊全社利益調整額控除前



長期経営目標（2030年3月期）

個人消費の弱含み傾向継続と想定以上の原材料高など事業環境の変化を踏まえて、
成長戦略目標である「第2次中期経営計画」と「長期経営目標」は1年伸ばして達成へ
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「第2次中期経営計画」と「長期経営目標」の達成は「1年」後ろ倒しへ

「第2次中期経営計画」：2025年3月期→2026年3月期 「長期経営目標」：2029年3月期→2030年3月期

第2次中期経営計画（2026年3月期）

数値目標は変更なし

企業価値向上の為の中長期方向性には変化なし

売上高 2,500億円

営業利益率 5.8％

（段ボール） 1,320億円

（運輸倉庫） 450億円
（住宅） 730億円

ＲＯＥ 10.0%以上

売上高 3,000億円
（段ボール） 1,700億円

（運輸倉庫） 500億円
（住宅） 800億円

ＲＯＥ 12.0%以上



総額226億円（設備投資累計203億円＋M&A23億円）を段ボール事業中心に投資したが、
期初計画に比べて遅れている状況
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第2次中期経営計画の投資状況 （2024年3月期現在）

400億円（海外含む）

段ボール

実績

50億円

運輸倉庫

50億円

住宅

累計：173億円
減価償却費：111億円

・生産能力強化
工場用地取得
工場建物新設
最新鋭設備導入

・環境対応
ボイラー燃料を重油からガスへ
LED、ﾊﾞｯﾃﾘｰﾘﾌﾄ

・モデルハウス建築
2023.3期：
苫小牧・吉岡・箕面
2024.3期：
明石・建仮（りんくう・函館）

・車両増車、入替

M&A
23億円

・Khang Thanh （ベトナム）
・コスモス工業（日本）
（2024年3月期実施）

累計：13億円
減価償却費：10億円

累計：17億円
減価償却費：30億円

中計枠

設
備
投
資



企業価値向上へ向けての取り組み
～資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応～



現状分析・評価：PBR/ROE/PERの経年変化

PBRは1倍を大きく下回って推移する状態が継続
特にPERはこの5年平均で5.9倍と低位な水準に留まっている
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＜PBRの経年推移＞ ＜ROEの経年推移＞

＜PERの経年推移＞
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6.0
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9.0
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20/3期 21/3期 22/3期 23/3期 24/3期

株主資本コストとの
比較は次頁参照

PBR1.0倍

コロナ禍での在宅勤務増加
に伴う特需発生

段原紙の値上げによる仕入れ
コスト悪化と価格転嫁遅れ

資材価格の高騰や
住宅買い控え



現状分析・評価：ROEと株主資本コストの比較

ROEはCAPMで算出した推計値を概ね上回る水準であるが、投資家・株主との対話を通じて
把握した当社に求める株主資本コスト水準には届いていない
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＜ROEと株主資本コスト(イメージ図)＞ ＜株主資本コストの算出方法＞

投資家への
ヒアリング

CAPM

• 2023年度下期において、当社と日頃
接点のある複数の投資家・株主に対し、
当社に求める株主資本コストの水準に
関してヒアリングを実施

• 当該ヒアリングにおいては、当社に求める
株主資本コストは8~10%であった

• 当社基準に基づくCAPM推計値では
株主資本コストは5～7%程度

• なお、外部アドバイザーに独自に算出を
依頼した結果においても、当該数値と
同等の水準であった

7.2% 7.2%

8.2%

6.7%

6.3%

5.0%

5.5%

6.0%

6.5%

7.0%

7.5%

8.0%

8.5%

20/3期 21/3期 22/3期 23/3期 24/3期

投資家が求める
株主資本コスト

CAPMで算出した
株主資本コスト

8~10%

5~7%



現状分析・評価を踏まえた改善方針

ROEおよびPERの向上を通じて、PBR水準を改善する
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＜現状分析・評価サマリー＞ ＜改善方針＞

R
O
E

P
E
R

 この5年は6~8%前後で推移しており
投資家が求める株主資本コスト8~10%
を下回っており、改善が必要

 この5年は4~6倍前後と
低位に留まっており、改善が必要

 R(収益力)の向上に主軸を置き、
ROE改善を図る

 E(株主資本)は、自己株取得も含む
株主還元の強化を通じてコントロールする

 IR強化とESGへの取組みを通じて
株主資本コスト低減と
成長期待の醸成を図る

PBR
構成要素

具体的な
取組みはP28へ

具体的な
取組みはP29へ



改善目標と達成時期

投資家が求める株主資本コスト水準を上回るROEを達成する
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＜目標項目＞ ＜達成時期＞

ROE 10.0%以上 12.0％以上

2026年3月期 2030年3月期

株主還元
 配当については、１株当たり年間配当金70円を基点
として、中長期的な利益成長に合わせて増配していく
累進配当(配当性向30%程度を目安)とする

 自己株取得については、機動的に実施する予定



20 25 28 35 4525 27 32 35
4545 52 60

70
90

15.0% 14.3%
18.8%

21.7% 21.1%

-10.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

0

50

100

150

200

250

2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3 計画 2026/3 計画

一株当たり中間配当 一株当たり期末配当 配当性向（連結ベース）

＊2024年3月期               ： 配当性向21.7% 年70円（中間35円＋期末35円）

＊2025年3月期 （計画）： 配当性向21.1% 年90円（中間45円＋期末45円）

【方針】
・中長期成長のためのM&Aや設備投資を考慮しながらも、営業利益100億円超えを踏まえて株主還元を積極化
・配当性向基準の設定と累進配当政策の採用で、株主還元を高めていく
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株主還元：  2025年3月期は年90円配当へ（前期比＋20円）

（当初予定：14.9％）



改善に向けた取組み①：ROE(収益力)の改善

段ボール事業と運輸倉庫事業の値上げによる利益改善を中心に、収益性を高めていく
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 段ボール製品の値上げによる利益率改善：2024年3月4日プレスリリース済み
 付加価値の高い新たな包装手段「片面段ボール封筒」の設備増強
 国内工場の再編/リニューアル/移転等に伴う労働環境の整備・生産性向上

 構造部材のグループ内製化拡大によるコスト削減
 リフォーム事業の集約による生産性向上
 新製品投入による競合他社との差別化：新素材屋根材と次世代型太陽光パネル

 2024年問題に対応、ホワイト物流による効率改善
⇒適正な値上げを実施（ドライバーの確保及び適正運賃）
⇒ホワイト物流（運賃と作業賃の分離及び待機時間削減による車両効率化）

運輸倉庫

住宅

段ボール

国
内

 利益率の高い海外段ボール事業(米国/ベトナム)への成長投資海
外



改善に向けた取組み②：株主資本コスト低減と成長期待醸成

IR強化とESGへの取組みを通じて株式市場からの評価改善を図る
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 マネジメントと投資家・アナリストとのスモールミーティング開催
 海外IRの検討
 工場見学会の開催
 個人投資家向け説明会(含む、北海道等の地方)の開催

 英文開示資料の拡充(事業報告・決算短信・各種適時開示など)
 決算説明会資料の充実化
 投資情報誌への掲載
 事業戦略及び非財務情報の開示充実

 ダイバーシティ、人材育成、職場環境整備、健康経営など、人的資本への
投資強化

 TCFD提言に基づく情報開示の高度化
 2030年度_温室効果ガスの削減：2013年比50%削減(Scope1＋2)
 企業価値向上との連動を意識した役員報酬制度運営

投資家との
接点拡充

情報開示
の拡充

IR
強化

ESGへの取組み

A
B
C
D

I

J
K
L

E
F
G
H



株主・投資家との対話状況①

主に決算説明会と個別面談を通じて株主・投資家との対話を実施
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＜対話・面談の実施状況＞

＜主な対応者＞

＜株主・投資家の属性概要＞

＜対話の主なテーマや株主の関心事項＞

 当社グループ全体の業績見込み/予想
 事業毎の外部環境や業績見込み/予想
 業績の増減要因
 第2次中期経営計画の進捗と今後の経営方針
 事業ポートフォリオに関する考え方
 株主還元を含めた、投資方針
 ESGへの取り組み状況
 IR活動や情報開示拡充への期待感

2023年度の対話・面談実績：26回(15社)

決算説明会

個別面談

株主総会

代表取締役 社長執行役員
取締役 専務執行役員
取締役 常務執行役員

取締役 専務執行役員
取締役 常務執行役員

全ての取締役及び監査役

国内
87%

海外
13%

国内/海外

59%33%

8%

バイサイドセルサイド

議決権担当者

投資属性

トーモク
共栄会 取締役 専務執行役員



株主・投資家との対話状況②

社内のみならず、外部の専門家を活用し株主・投資家の意見を収集し取締役会へフィードバック
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＜フィードバックの実施状況＞ ＜対話の主な成果＞

社内で実施
• 第2四半期及び本決算発表や個別取
材で得られたコメントや改善要望を取
締役会へフィードバック

社外を活用
• 2023年度は外部専門家による
主要な株主・投資家へのヒアリング調査
を実施し、その結果を取締役会へ
フィードバック

主なインプット 対応状況/方針

『段ボール/住宅/運輸倉庫の
各事業の歴史や、強みなどを
示して欲しい』という要望

2024年3月期第2四半期の
決算説明会資料にて左記内容
を開示済み

『株主還元の強化に関する』
要望

本資料P26に記載通り、
累進配当の導入と
機動的な自己株取得をする方針

『投資家との面談機会拡充
を求める』要望

本資料P29,39に記載通り、
投資家との接点を拡充する方針

『更なる情報開示拡充を
求める』要望

本資料P29,39に記載通り、
情報開示拡充を図る方針



ご参考資料① 企業価値向上へ向けて
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段ボール事業戦略① 国内：工場リニューアルとM&Aで生産体制を強化

子会社タイヨー㈱ 工場用地取得

投資額43億円

敷地面積20,000㎡（約6,200坪）

神奈川県伊勢原市
（2022年12月取得）

新青森工場（移転)

青森県青森市
（2024年1月稼働）

㈱コスモス工業 子会社化

敷地面積9,470㎡（約2,870坪）

長野県茅野市
（2023年4月株式取得）

弊社長野工場に隣接
投資額64億円

敷地面積33,000㎡（約10,100坪）
建物面積16,900㎡（約  5,100坪）
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段ボール事業戦略② 国内：EC向け片面段ボール封筒生産本格化と新商材の投入

EC向け片面段ボール封筒生産設備が本格稼働、
量産体制確立

高付加価値製品の販売量拡大

圧倒的な省人化を実現した
専用複合機ライン

インクジェットプリンター
によるオンデマンド印刷

業界初のプラスチック不使用のオール紙製
緩衝固定材「ECowrap」を開発

世界包装機構※主催「ワールドスター
コンテスト2024」でワールドスター賞受賞

高度で多様化したお客様ニーズに対応

※世界包装機構（World Packaging Organisation）



現地紙器製造販売会社（カンタン社）を完全子会社化
ベトナムで段ボール事業と紙器事業を展開、現地での事業基盤を強化
経済成長著しいASEANエリアでの需要回復、更なる成長を見込む

段ボール事業戦略③ 海外：ベトナム・現地企業の完全子会社化で紙器事業を本格展開

名称 Khang Thanh Manufacturing Co., Ltd.
所在地 ベトナム社会主義共和国 ビエンホア市 アマタ工業団地
事業内容 紙器製造販売
設立年月日 2005年3月25日
売上高 VND263,627百万（1,581百万円）

ベトナム・ドンナイ省
カンタン社：ベトナムで広範に紙器事業を展開 【カンタン社製品】

35

6
655 1,433 1,888 2,579 3,200 3,155

4,741 4,297 3,832 4,191

-158
-267

-134 -139

-23

90
156

230

22
-26

87

（百万円）
【売上高・営業利益推移】

(Tomoku Vietnam Co.,Ltd.)

売上高
営業利益



新規設備を活かした深耕営業による拡販
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段ボール事業戦略④ 海外：米国・カルフォルニア州で需要は堅調

米国仕様の
最新鋭機械（TM450)

SOUTHLAND BOX COMPANY
2021年12月落成 生産能力 2.0倍

米国・カルフォルニア

<2024年3月期通期実績>
販 売 量 ：   +3.0％（前期比）
売 上 高 ：   +6.7％（同上）
営業利益： +14.1％（同上）

米国は魅力的な世界第2位市場

6,938 6,788 6,961 7,456 8,302 8,039 7,265 9,164 11,942 12,748 15,103

427 396 603

757 840
953

877 812

1,061
1,211

1,312

【売上高・営業利益推移】
(Southland Box Company）

売上高
営業利益

（百万円）



販売力強化の推進
      （当面の年間販売目標棟数 ：スウェーデンハウス 1,200棟以上、 玉善 400棟以上）
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住宅事業戦略 マーケティング戦略強化による需要の掘り起こし

（例）スウェーデンハウス
サテライトモデルハウス展開による北欧住思想の認知度向上

引き続き外部機関ブランド調査の積極活用による広告宣伝の強化

エリア戦略

強みの再確認と再強化
（例）玉善：建売に強い中京地区で得意とする土地仕込み強化

建売住宅のデザインのラインナップ強化
スウェーデンハウス：環境に優しい高性能エコ住宅の特性を活かし、

                       環境に優しい「東京ゼロエミ住宅」優良住宅助成金の活用

＜スウェーデンハウス＞ ＜玉善＞
オリコン顧客満足度調査

「ハウスメーカー注文住宅10年連続総合1位」
オリコン顧客満足度調査

「建売住宅ビルダー東海デザイン部門4年連続1位」
東京エコビルダーズアワード

「ハイスタンダード賞」「リーディングカンパニー賞」

⇒ 建売強化



飲料メーカー向けへの配送支援業務からスタートした自社の強みを伸ばす
2024年問題対応など、業界環境が激変する中で、自社の強みを活かした多様な手段で収益力を強化
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運輸倉庫事業戦略 適正な価格転嫁と業務効率化で収益力強化

• 付加価値向上による適正価格提供と業務効率化（ホワイト物流*の徹底など）による収益力強化
• 飲料分野以外への進出（通過型(TC)物流センターの開設など）
• 飲料保管型(DC)物流センターでのグループ業務集約
• 東北地方での業務拡大
• 特積免許取得事業者をターゲットとしたＭ＆Ａも視野

*積卸の別料金収受及び待機時間削減による車両効率化



【参考】これまでの「IR活動」と、これからの「IR活動」

より能動的かつ積極的な「IR活動」に変えていく

© TOMOKU CO.,LTD. 39

＜これまで＞ ＜これから＞

投
資
家
と
の
接
点

情
報
開
示
姿
勢

 投資家から求められた際に応えるという
姿勢で取材対応などをしてきた

 株主総会および決算説明会といった
主だった接点機会を設けてきた

 上場企業として示す必要がある内容を
中心に情報開示をしてきた

 当社から、能動的かつ積極的に
国内・海外の機関投資家＆個人投資家
との接点機会を設けていく

 マネジメントと投資家との
接点機会を増やす

 『当社に関心を持っていただくために
必要な開示情報は何か』
『投資家が求めている開示情報は何か』
という視点を重視し開示拡充を図る

A

B C D

E F G

具体的な
取組みはP29

H



【参考】企業価値向上との連動を意識した役員報酬制度

2022年5月17日開催の取締役会において、役員報酬制度の見直しを決議
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• 従来の「①金銭報酬の定額報酬」及び「②業績連動報酬」に加え、当社の取締役(除く、社外)が、株価変動のメリットと
リスクを株主と共有し、株価上昇及び企業価値向上への貢献意欲を高めるため「③譲渡制限付株式報酬制度」を導入

• 2023年12月14日開催の取締役会において、執行役員も株式報酬制度の対象とした

金銭報酬の定額報酬

＜役員報酬制度の概要＞

業績連動報酬

譲渡制限付株式報酬制度

1

2

3

2022年5月導入

 取締役の役位、役割等に応じて基準を定めたガイドラインにより算定
 報酬の決定に客観性及び透明性を確保するために、社外取締役を委員長とする
報酬委員会の答申を踏まえて、取締役会で決議

 財務指標に加えて長期的な視野で当社グループが取組みを強化してきた
非財務指標のESGの具体的な課題としてのSDGs達成度にも応じて報酬額を
調整する方法に変更

 算定方法と結果を報酬委員会に諮り、取締役会で決議

 役位、役割に応じた予め決められた割当限度内で譲渡制限付株式を割り当てる
 割り当てられる個人別株式数については報酬委員会に諮り、取締役会で決議
 当該株式は、原則として役員退任時に取締役会の決議により譲渡制限を解除



ご参考資料② ESGへの取り組み
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当社グループ経営理念と「サステナビリティ推進体制」

品質・価値・暮らしを「包む」
High Moral
High Quality
High Return

環境方針

持続可能な調達ガイドライン
持続可能な木材・紙調達ガイ
ドライン

グループ行動基準

グループ経営理念・方針体系

CSR方針 人権方針

コーポレートガバナンスガイドライン

安全衛生方針

調達方針

品質方針

取締役会

サステナビリティ委員会

サステナビリティ検討プロジェクトチーム
TCFD開示プロジェクトチーム他

サステナビリティ推進体制

地球環境保全 多様な人材の活躍と人権尊重
製品やサービスの安全・安心地域コミュニティの発展

ガバナンス強化マテリアリティ

代表取締役社長を委員長とするサ
ステナビリティ委員会を設置
サステナビリティの課題を定期的
に審議し取締役会に報告

グループサステナビリティ連絡会議



GHG2030年までに2013年比で50%削減（Scope1＋２）：再生可能エネルギー導入や効率化・プロセス改善
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ESGの取り組み：事業の省エネ化をさらに追求

段ボール

住宅

対象：生産設備中心
再生可能エネルギー由来電力の導入、燃料の重油から天然ガスへの切り替え
LED照明への切り替え、バッテリー式フォークリフトの導入

運輸倉庫
対象：倉庫設備と輸送体制の省エネルギー化
効率的な配車計画、実車率の向上、環境対応型トラックの導入
グリーンプロジェクト活動（省エネ運転・アイドリングストップ等による
燃費向上など）、バッテリー式フォークリフトの導入

対象：スウェーデンハウス（注文住宅）、玉善（建売住宅）
居住時のエネルギー消費量を2016年省エネ基準比 CO2・50％削減

スウェーデンヒルズ（札幌市郊外のスウェーデンハウスの街）の横展開
森林保全・植林によりエリア内のCO2発生量を吸収
今後、他の分譲エリアのCO2吸収・削減活動のお手本に

(中長期)教育・医療・福祉を充実させたい人と環境にやさしい街づくりに貢献



温室効果ガス（GHG）▲50％目標に向けた取組み状況及び計画
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地球温暖化対策：CO2削減に向けて

温室効果ガス（GHG）削減 取組状況
 再生可能エネルギー由来電力の導入 ・・・

 ボイラー燃料の重油 ⇒ ガス化 ・・・・・・・・・
 LED・ﾊﾞｯﾃﾘｰﾘﾌﾄ・無人ﾘﾌﾄ ・・・・・・・・・・・

   新築に占めるZEH棟数割合・・・・・・・・・・・ 2024年3月期：47.4%（フランチャイズ加盟店棟数含む）           
   居住時の一次エネルギー消費量・・・・・・・・・
 次世代型太陽光発電の新たな取り組み ・・・・・・

  ※スウェーデンハウス実績

（全着工物件の平均）

※1:(削減率)BEI=設計一次エネルギー消費量／基準一次エネルギー消費量

2022年3月期：トーモク5工場、トーウンTLP群馬、TLP札幌で導入済
2023年3月期：トーモク7工場、トーウン3倉庫で導入済
2024年3月期：トーモク全17工場導入完了(2023年4月より実施済)、今後グループ会社へ拡大
13工場ガス化済
2021年4月以降 順次更新

2022年3月期△38％⇒2023年3月期△39％⇒2024年3月期△42%※1
住宅で初となる軽量、リサイクル性に優れるフィルム型太陽光発電設備の実証実験開始

≀ ≀≀

As of May 2024 As of May 2024

△50% △50%

△18%

△50%

≀
≀ ≀
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生物多様性保全について

・FSC認証原紙の購入

・森林資源の保全に配慮した住宅材購入

リサイクル（段ボールのリサイクル、住宅建築現場での廃棄物処理など）

段ボール原紙は、原則、FSC認証*された原紙を購入、2023年度実績で購入原紙の85%がFSC認証品
＊FSC（森林管理協議会）認証：合法性、労働者・先住民の権利、地域社会との関係など

広範な視点から森林管理を認証する制度

住宅事業（スウェーデンハウス）では、森林資源の保全に配慮した事業を展開
・森林資源が厳しく管理されている北欧材を使用したパネル製造・組み立て

⇒ 森林資源・生態系保全、地球温暖化防止に貢献する住宅
・「木材調達方針」で持続可能な森林経営を支援
・木材産地や樹種等に基づく木材評価体系を作成、森林保全に配慮した購入

サーキュラーエコノミーの潮流を認識、廃棄物削減、リサイクル化を率先して推進
・段ボール事業

段ボール端材は段ボール原紙に100%再利用、リサイクルマーク表示率約98％

・住宅事業
住宅建築現場での廃棄物発生を削減するため、使用パネルの改良にも工夫

持続可能な原材料100％に向けた取組み

・サプライチェーンマネジメント
取引先へ法令順守、環境、人権等のSAQ(Self-Assessment Questionnaire)の実施
2022年度は段ボール原料のサプライヤーすべてにSAQを実施、次回は2024年度
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主要KPI・目標

サプライチェーンSAQの実施
災害ゼロに向けた職場環境整備 労働災害 0件

女性従業員比率 20%（2030年）
女性管理職比率 10%（2030年）
男性育児休暇取得率 100%

全工場で地域住民との交流、小中学生を対象とした社会環境教育の
ための工場見学会実施

有給休暇取得率 70%  
障がい者雇用率 3.0％   

ダイバーシティ＆インクルージョン※

労働安全衛生

人権の尊重

地域コミュニティの発展※

人権研修の実施 グループ従業員100%
人権ＤＤの実施 グループ会社100%

サプライチェーン※

生物多様性保全 持続可能な原材料 100％（2030年）

※トーモク単体で実施

2022年度実績

地球温暖化防止 温室効果ガス削減 50％（2030年）

19.1％
2.5％

66.7％
58.8％
2.3％

2023年度実績
19.4％

4.1％
106.3％
55.9％
2.4％
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TCFD提言に基づく情報開示進捗状況(2024年版）

【対象事業とシナリオ】
シナリオ分析の対象は、国内主要３事業（段ボール・紙器事業、住宅事業、運輸倉庫事業）とし、国際エネルギー機関(IEA)及び国連気候変動
に関する政府間パネル(IPCC)発行する資料を参照し、2つの将来シナリオ（1.5℃シナリオと4℃シナリオ）を設定し、2030年、2050年の影響額を
予測しました。

【事業インパクトのシナリオ毎分析】
2022年度の営業利益に対し、2030年、2050年時点のシナリオを適用し、費用として影響する増減額を評価しました。
1.5℃シナリオでは、政府による炭素税等の政策が大きく影響し、2050年では影響が拡大します。事業では、化石燃料を多く消費する段ボール・
紙器事業と運輸倉庫事業で費用増加のリスクがあります。将来、化石燃料を使用しない次世代ボイラーやトラック等の脱炭素技術・インフラが普
及すれば、新たに投資を計画し、対応します。また、カーボンクレジットによる補完の可能性についても検討します。

洪水と高潮被害額、営業停止損失額の算定にあたり、段ボール・紙器事業で国内38拠点、運輸倉庫事業76拠点、住宅事業106拠点を対
象として試算しました。2050年の4℃シナリオでは、異常気象の激甚化により、生産拠点や施工現場の被災、サプライチェーンやライフラインの寸断、
従業員の被災等が発生し、生産や営業の一時停止、納期や工期遅延といったリスクがあります。高潮被害は3事業とも軽微でありましたが、洪水
被害とそれにともなう営業停止が、段ボール・紙器事業では大きくなりました。生産や物流バックアップ体制の強化、サプライチェーンの分散化、従業
員の安全確保、作業環境改善、安否確認等の事業継続のための体制を整備、強化し、リスクの低減を図ります。

【機会を捉えた取組み】
段ボール・紙器事業では、プラスチック規制により代替材としてリサイクル可能で環境に配慮した段ボール・紙器製品の需要拡大の機会が想定さ
れます。住宅事業では、消費エネルギーの少ない高断熱・高気密の特長を有する住宅市場の拡大機会が想定されます。各事業において、デザ
インや技術革新を促進することにより事業機会を捉えていきます。

トーモクグループは、2022年5月にTCFDに賛同を表明し、同年からTCFDの提言に基づいた情報を開示しています。
気候変動は、緊急性の高い地球 環境問題の一つであり、世界の経済・社会に大きな影響を及ぼすと理解しています。当社グループは、気候変動
を経営の最重要課題のひとつとして捉え、温室効果ガスの排出削減、 エネルギーの効率的な使用を促進しています。今後も、当社グループの戦略・
対応を積極的に開示し、その質と量を充実させていきます。



ご参考資料③ 会社概要など
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段ボール事業、住宅事業（スウェーデンハウス・玉善）、運輸倉庫事業で構成
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会社概要

会社名 株式会社トーモク 英文社名 TOMOKU CO.,LTD.

事業内容 段ボール事業、住宅事業、運輸倉庫事業など 

所在地 〒100-0005 東京都千代田区丸の内2-2-2 丸の内三井ビル

設立 1949年5月27日
缶詰用木箱のメーカーとして北海道に設立。その後段ボール事業に転換、全国に事業拡大

代表取締役 代表取締役社長執行役員 中橋光男

資本金 136億6987万円（2024年3月末現在）

業績 売上高 211,526百万円 営業利益 8,057百万円 （2024年3月期）

従業員数 1,144名（単体）3,783名（連結） （2024年3月31日現在（臨時従業員を除く）） 

証券コード/上場市場 3946/東証プライム市場、札証

主要工場 17ヵ所 館林、岩槻、厚木、札幌、神戸、小牧など 

連結子会社 19社 国内   16社   (住宅事業 : スウェーデンハウス、玉善など 運輸倉庫事業 : トーウン、トーウンロジテムなど）
海外     3社 （段ボール事業：米国(ロサンゼルス)、ベトナム(ホーチミン) 住宅事業：スウェーデン） 



55.8

%
25.6

%

18.7

%

（2024年3月期）

各事業は缶詰用外装木箱の製造・販売を行っていた旧東洋木材企業時代にスタート
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段ボール・住宅・運輸倉庫からなるユニークなハイブリッド型事業体

売上高構成比
・原紙を調達・加工し、段ボール製品を製造・販売する専業首位

段ボール

（1949年設立）
・自社で原紙は製造しない
・お客様ニーズに合わせて最新鋭の設備で高品質段ボールを提供

住宅

（1984年設立） ・高い技術力やデザイン力を持つ東海地区の分譲住宅メーカー玉善も傘下

・北欧の高品質省エネ輸入木造住宅メーカースウェーデンハウスが主力

運輸倉庫

（1959年設立）

・段ボール製品ユーザーである飲料メーカーなど一般消費財メーカーを中心
に、段ボール製品の供給と併せて復路で製品の運搬も受託する形で発展

・顧客の立場からはワンストップ・サービスで製品物流を提供

トーモク

トーウン

ｽｳｪｰﾃﾞﾝﾊｳｽ

1949年缶詰用木箱メーカー設立 ⇒ 1956年段ボール箱製造販売開始

1954年旧東洋木材企業が北海製罐㈱運輸業務を継承

旧東洋木材企業の創業当時、住宅部材(床板)・プレハブ住宅の製造販売

住宅
運輸倉庫

段ボール



1956年 旧東洋木材企業（現トーモク）が、段ボール箱製造販売開始
木箱→段ボール箱の製造販売というビジネスモデルの関係で、原材料(段ボール原紙)は外部から調達、
加工専業メーカーとして発展
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グループ会社ヒストリー①：段ボール事業 トーモク

旧東洋木材企業(現トーモク)設立の地
（小樽運河）

缶詰用木箱 当社のコルゲートマシン1号機



1946年 パネル式組立住宅を建設
㈱トーモクの前身の1社、東洋製罐㈱小樽工場は、戦災復興住宅としてパネル式組立住宅を建設。
生産方法にいち早くプレハブ工法を採用し、現在の規格型住宅の走りに。

1984年 スウェーデンハウスを設立
2021年 東海地方を基盤とする分譲住宅会社「玉善」を完全子会社化
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グループ会社ヒストリー②：住宅事業の要 スウェーデンハウス

プレハブ住宅 スウェーデン製実験住宅
（北海道石狩郡）



1954年 旧東洋木材企業（現トーモク）が北海製缶㈱の運輸業務を継承、運輸部を設置、事業開始
当時、北海道ではカニやサケなどの缶詰製品が増加。
北海製缶は缶詰を、トーモクは缶を入れる木箱を製造し、運輸部は原材料や製品の輸送業務を担当、
1959年には運輸部が独立し、東洋運輸㈱を設立。現在に至る。
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グループ会社ヒストリー③：運輸倉庫事業 トーウン

運輸部 創立当時のトラック

打検作業後ラベル張り



ビジョン （あるべき姿）

お客様の大切な商品を包み、消費者の皆様にとっての価値を包み、
人々の豊かな暮らしを包み、大切なものを包んで届ける。

「段ボール」「住宅」「運輸倉庫」の3事業で「包む」をコンセプトに
経営資源を最適に配分、付加価値を高めて

「環境に優しい」高品質経営を展開する。
高い倫理観と強い責任感を持って「環境に配慮した」事業活動を

通じて、社会の持続的発展に貢献する。
新たな事業の構築に取り組み企業価値の更なる向上を図る。

ミッション （使命）

売上高 3,000億円以上
ＲＯＥ 12％

長期経営目標（2030年3月期）

日常を包む ⇒ 社会のサステナブルな成長

品質・価値 
を「包む」

豊かな暮らし
を「包む」

キーワード

包む

段ボール事業

住宅事業 運輸倉庫事業

「包んで」 
届ける

パーパス （存在意義）
「包む」を通じて、
「包む」をイノベーションして
社会のサステナブルな成長に貢献する。

省エネを追求する段ボール・住宅（スウェーデンハウス）
を中心に、環境を改善しながら企業価値を高めていく。
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パーパス・ミッション・ビジョン：「包む」を軸として、事業を展開



当社ポジショニング ：「段ボール加工専業メーカーNo.1」 ＝ 段ボール「加工力」No1
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段ボール事業： 「加工力」「供給力」を強化して収益力を強化

リサイクル可能な運搬素材として、段ボール需要の確実な増加を想定
原材料・エネルギーコスト上昇は、価格転嫁で対応

国内市場（安定需要）
最新鋭機械の投入

で高品質化

製品の付加価値化

生産コストアップ分に対する
販売価格の設定

EC向けオリジナル
パッケージなど
多様な製品を
加工・開発 成長市場での増産

海外市場（成長市場）

質的向上
 X

量的拡大

収益の追求 売上・営業利益アップ

質的向上
 X

量的拡大

原材料等の価格上昇



最新の省エネルギー基準を大きくクリアする高い断熱効果
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40年間選ばれてきたスウェーデンハウスの特徴「高気密・高断熱の省エネ住宅」

 高い断熱性を実現できる木製サッシ3層ガラス窓を全棟標準採用
 「国が定める省エネ住宅（2016）」と比べ、消費電力28%減を誇る省エネ効果

※オール電化、延床面積120㎡（6地域）の建物で試算 
 住宅全体の空気が2時間に1回入れ替わる24時間熱交換型換気システム
 地震の揺れを「面」で受け止め、分散させることで高強度を実現したモノボックス®構造
 全棟高性能保証表示システム（気密性能を測定・断熱性能を表示した安心の性能保証）
 50年間無料定期検診システムによるアフターメンテナンスサービス

出所：国土交通省 住宅局 「令和3年度住宅市場動向調査報告書」

国土交通省住宅局の調査によると、
注文住宅取得世帯では、求める設備、選択理由として
「高気密・ 高断熱住宅」が 63.1％で最も多い



2050年ゼロエミッション実現に貢献する新制度「東京エコビルダーズアワード」において、
「ハイスタンダード賞」及び「リーディングカンパニー賞」受賞
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スウェーデンハウス：「東京エコビルダーズアワード」受賞

◆受賞内容及び当社への評価ポイント（スウェーデンハウス）
• ハイスタンダード賞    ：断熱・省エネ性能部門、再エネ設備設置部門 ≪全２部門受賞≫
• リーディングカンパニー賞 ：断熱・省エネ性能部門、再エネ設備設置部門 ≪全２部門受賞≫

「ハイスタンダード賞」：
報告書制度で定める基準について、制度開始前に先行して達成している全事業者が対象
「リーディングカンパニー賞」：
報告書制度で定める基準の達成及び環境性能の高い住宅等の普及に向けて、
より先進的な取り組み等を実施している企業のみを対象とし、特別に評価するもの



ビジネススタイルを進化させ、受注棟数獲得を強化
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玉善：土地先行取得「条件付き宅地販売」を推進し、顧客囲い込みを早期化

土地先行取得の分譲住宅販売 → 土地から開始する「条件付き宅地販売」 へ
（メリット）

・潜在顧客の早期発掘、お客様の要望に沿った建築が可能
・土地取得から販売・引渡までのサイクルが短期化（1年以内）、

 物件鮮度の維持及び支払利息の圧縮を実現

条件付き宅地販売の推進へ名古屋市及び近郊に住宅展示場を新たに設置
・当社フラッグシップモデルの売り込みによる需要喚起

・高い技術力・デザイン力 「玉善品質(TAMAZEN QUALTY)」
を改めてアピール



© TOMOKU CO.,LTD. 59

運輸倉庫事業: 協働物流センターの開設で顧客囲いこみを推進

トーウンTLP札幌センター（2021年11月オープン・北海道）

顧客（飲料メーカー）との協働センター稼働を皮切りに、取扱貨物の多様化へ展開
⇒ 飲料メーカーとの関係強化から運輸倉庫事業の取扱量増加（ビジネス強化）に直結。

協働物流センターの開設
をご検討のお客様が増加中。
現在：札幌8社、群馬11社

事務所棟は
「スウェーデンハウス」仕様

お客様との関係維持・強化へ
「協働物流センター」の開設
を積極的に提案。

（お客様のメリット）
段ボールと
輸送手段（トラック）を
当社のワンストップサービスで確保



   2024年問題への対応
・労働条件の改善

収益力強化を賃金改善へ
・輸送体制の効率化

連結トラックの採用、中継輸送の効率化（現状の再検証）など

環境負荷を軽減（EVトラックの採用など）、運転手及び庸車確保のための価格転嫁
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トーウン：2024年問題対応策 持続可能な魅力ある物流事業者として

収益力強化へ向けて
・気候変動や景気動向への事業耐性力を高める

主力の飲料取扱高増加に加えて、加工食品など取扱分野を多様化
・付加価値を強化し、料金単価の向上を図る

主要エリアでの自社拠点の構築とネットワーク網の強化
M&Aによる取扱い輸送サービスの範囲の拡大も視野



免責事項

本資料は、当社の事業及び業界動向について当社による現在の予定、推定、見込み又は予想に基づいた将来の展望に
ついても言及しています。

これらの将来の展望に関する表明は、様々なリスクや不確かさが伴っています。既に知られた、もしくはいまだ知られて
いないリスク、不確かさその他の要因が、将来の展望に対する表明に含まれる事柄と異なる結果を引き起こさないとも限り
ません。当社は、将来の展望に対する表明、予想が正しいと約束することはできず、結果は将来の展望と著しく異なること
もありえます。

本資料における将来の展望に関する表明は、2024年5月現在において利用可能な情報に基づいて、当社により2024年5月
現在においてなされたものであり、将来の出来事や状況を反映して将来の展望に関するいかなる表明の記載をも更新し、変
更するものではありません。

株式会社トーモク
東証プライム：証券コード 3946

連絡先
mail:3946ir@tomoku.co.jp
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